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診断基準の拡大による新たな患者認定の際の意見書作成及び 

油症患者受療券の利用可能医療機関の拡大に関する協力依頼について 

 

 

 食品安全行政の推進につきましては、平素より多大なご支援ご協力を賜り厚

く御礼申し上げます。 

 カネミ油症事件は、昭和４３年１０月に西日本を中心に発生した米ぬか油に

よる食中毒事件です。 

カネミ油症患者に対する支援については、先の通常国会で成立した「カネミ

油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律」や同法に基づき策定され

た「カネミ油症患者に関する施策の推進に関する基本的な指針」（以下「基本

指針」という。）に基づき、原因事業者であるカネミ倉庫（株）による医療費

の支払い等の支援、カネミ油症患者の健康状態の把握、油症診断基準の見直し

や医療提供体制の確保を図ることとなっております。 

つきましては、貴職におかれましても、こうした対策の実施についてご理解

いただくとともに、下記について、地域医師会及び貴会会員のご協力を賜りま

すよう、特段のご配慮をお願いいたします。 

また、カネミ油症に関する正しい知識についての普及啓発等を行うため、厚

生労働省ホームページ内にカネミ油症に関するサイト（※）を設置しております

ので、あわせて、地域医師会及び貴会会員へ情報提供をお願いいたします。 

今後とも、カネミ油症患者の支援について、御協力をお願い申し上げます。 

 

※http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/kenkoukiki/kanemi/ 
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記 

 

１．  カネミ油症患者の認定は、油症治療研究班（研究代表者：古江増隆九

州大学教授）が策定した油症診断基準に基づいて行われてきましたが、

今般の法律制定時に、立法府より、診断基準について、事件当時の同居

家族で健康被害を受けた者が、家族内で認定結果が分かれることのない

よう見直すよう求められたところです。これを受け、油症治療研究班に

おいて、本年１２月３日付で、事件当時の同居家族であり、現在も症状

を有し、継続的な治療その他健康管理を要する場合は、油症患者とみな

すとの改定（参考１）が行われ、認定する際には、医師の意見書を要す

ることとなりました。今後は、同居家族としての認定を求める者（以下

「申請者」という。）は、主治医等に意見書（参考２）の記載を依頼し、

これを都道府県知事等に提出することとなります。 

つきましては、申請者より、意見書への記載について、貴会会員医療

機関に対し、依頼があった場合には、ご協力いただくようお願いいたし

ます。 

なお、当該意見書は、主治医等にカネミ油症であるか否かのご判断を

お願いするものではなく、申請者の現在の症状や疾患について、継続的

な治療やその他の健康管理を要するかどうかを記載していただくもので

す。 

 

２．  基本指針において、カネミ倉庫（株）が発行している油症患者受療券

が利用できる医療機関数の拡大を図ることとされています。厚生労働省

では、平成２５年度に実施予定のカネミ油症患者の健康実態調査におい

て、カネミ油症患者の方々に油症患者受療券の取扱を希望する医療機関

について、要望をお伺いする予定です。その結果を受けて、今後、都道

府県等から、地域医師会又は医療機関に、油症患者受療券の取扱につい

て依頼がなされることがあり得ます。そうした際には、できる限りご協

力いただくよう、お願い申し上げます。 

 

  ※ 油症患者受療券とは、カネミ油症患者が医療機関に提示することによ

り、窓口での利用者負担の支払を要することなく医療を受けることを可

能とするものです。油症患者受療券の取扱について同意いただける医療

機関については、医療費の利用者負担分を直接カネミ倉庫（株）に請求

いただくこととなります。 

以上 


